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■第３次男女共同参画基本計画


重点分野（中間整理）





①政策・方針決定過程への女性の参画の拡大


　


②男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識の改革


　


③男性、子どもにとっての男女共同参画


　


④雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保


　


⑤男女の仕事と生活の調和


　


⑥活力ある農山漁村の実現に向けた男女共同参画の推進


　


⑦高齢者、障がい者、外国人など様々な困難を抱える人々が安心して暮らせる環境の整備 


　


⑧女性に対するあらゆる暴力の根絶


　


⑨生涯を通じた女性の健康支援 


　


⑩男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実


　


⑪科学技術・学術分野における男女共同参画


　


⑫メディアにおける男女共同参画の推進 


　


⑬地域における男女共同参画の推進


　


⑭国際規範の尊重と国際社会の「平等・開発・平和」への貢献





「新計画の基本的な考え方」（案）





■取組が必要な分野




























































































■推進体制


○オール大阪での連携体制の構築


・市町村、NPO、企業、大学、関係団体、経済団体等と連携し、オール大阪での推進体制を構築


○庁内推進体制の充実


　・府立男女共同参画・青少年センターは、男女共同参画社会の形成に向けての拠点施設として活用





社会経済情勢の変化


■少子・高齢化の進展　　　　　　　■家族形態の変化　


■経済の低迷と不安定な雇用情勢　　





府における男女共同参画の現状





■改訂おおさか男女共同参画プラン





＜施策の基本的方向＞





①社会的な意思決定への女性の参画拡大


　


②男女共同参画に向けての意識形成


　


③働く場での男女平等の推進


　


④総合的な子育て環境整備


　


⑤高齢者や障がい者等だれもが生きがいを持って安心して暮らせる環境の整備


　


⑥女性に対する暴力の根絶


　 　


⑦女性の生涯にわたる身体的・精神的な健康の確保





⑧メディアにおける女性の人権尊重


　


⑨男女共同参画を推進する教育・学習の充実


　


⑩地球的視点での男女共同参画の推進


　





課　題





社会的な意思決定過程への女性の参画拡大





◇政策・方針決定過程における低い女性の参画


・府の審議会等の女性委員の割合　H13:25.7％→H21:35.9％


・府知事部局の行政職女性役職者比率　H13:5.0％→H21:10.9％


・雇用者における女性の管理職比率の推移　H12:5.1％→H17:6.4％


・地方議会における女性議員の割合　（府）H13:6.4％→H21:6.3％


　　（市）H13:14.4％→H21:19.7％　（町村）H13:16.5％→H21:17.2％





女性が少ない分野への参画促進、女性の能力発揮に対する支援





男性や若年層をはじめ、あらゆる人々への意識の浸透





働き方の見直しをはじめ、仕事と生活の調和の推進





女性に対する暴力の根絶等　安心して暮らせる環境の整備





男女共同参画に向けての意識形成


・男性にとっての男女共同参画の推進








雇用の場における男女の均等取扱いの推進





総合的な子育て環境の整備


・仕事と生活の調和の推進








◇社会の様々な場において「男性優遇」


・「全体として」男性54.6％、女性73.6％が「男性優遇」


・「社会通念・慣習・しきたりで」男性69.8％、女性82.2％が「男性優遇」


◇固定的性別役割分担意識に同感する割合が増加


・内閣府調査では減少傾向だが、府では男女ともに同感する割合が増加


・男性56.7％、女性46.9％が同感（内閣府調査より10ポイント程度高い。）


・20代・30代女性で５割以上が「男は仕事、女は家庭」に同感





様々な困難を抱える人々への対応


・高齢者、障がい者、外国人など様々な困難を抱える人々への対応





◇雇用の場において


・職場における男女格差に関する意識


「募集・採用」「賃金」「仕事の内容等」は「男性優遇」の割合が減少


「昇進・昇格」・「管理職への登用」は、約４割が「男性優遇」と回答


・女性雇用者全体に占める非正規雇用者割合は増加


H9:46.4％→H14:55.6％→H19:58.8％


（全国　H9:44.0％→H14:52.9％→H19:55.2％）


・子育て世代の女性のＭ字型就労


30歳から34歳を底としたＭ字カーブ（全国より深いＭ字の谷）


夫婦と６歳未満の子のいる世帯の妻の有業率 H19:30.6％（第46位）


◇家庭・地域において


・保育所待機児童数（政令市、中核市含む）H20:1,601人（全国第3位）


・育児休業を取得している人の割合


　　男性　H14: 0.4％→H20: 0.9％（全国 1.22％）


女性　H14:81.5％→H20:86.1％（全国89.0％）


・家事に要する時間


男性「ほとんどない」が最も多い　平日39.6％、休日32.2％


　　　女性「５時間以上」が最も多い　　平日23.0％、休日24.6％





女性に対する暴力の根絶





グローバル社会における男女共同参画





男女共同参画を推進する教育の充実





メディアにおける女性の人権尊重





生涯を通じた健康支援　





◇深刻な女性に対する暴力


・配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数　H20:3,886件（第４位）


・大阪地裁における保護命令件数　H20:256件（第１位）


・交際相手から暴力（デートＤＶ）を受けた経験があるのは９人に１人


◇社会経済情勢の変化の中で広がる生活困難


・母子世帯や高齢単身女性の貧困問題等


児童扶養手当受給者は増加傾向　H15:77,542人→H21:89,249人








